
○沼田市コミュニティ施設整備費補助金交付要綱 

平成３０年３月２７日 

告示第３１号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、住民の連帯感、共同意識の醸成及び地域の発展を図るため、コミュ

ニティ活動の拠点となる施設の整備を行う行政区等に対し、その費用の一部を補助する

ことについて、沼田市補助金等に係る予算執行の適正化に関する規則（昭和４４年規則

第２６号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 施設の整備 住民センターを新築（全面改築の場合を含む。以下同じ。）し、若し

くは改築（コミュニティ活動の促進を図るための改築に限る。以下同じ。）し、又は

コミュニティ広場を整備することをいう。 

(2) 行政区等 各行政区若しくは地区又は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２

６０条の２に規定する地縁による団体（以下「認可地縁団体」という。）をいう。 

（補助の対象） 

第３条 補助の対象は、施設の整備を行う行政区等とする。ただし、住民センターの新築

又はコミュニティ広場の整備において用地を取得する場合は、認可地縁団体に限る。 

（補助対象経費及び補助率等） 

第４条 補助対象経費及び補助率等は、別表のとおりとする。 

（交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする行政区等（以下「申請者」という。）は、沼田市

コミュニティ施設整備費補助金交付申請書（別記様式第１号）に次に掲げる書類を添え

て、市長が定める日までに提出しなければならない。 

(1) 事業計画書（別記様式第２号） 

(2) 収支予算書（別記様式第３号） 

(3) 認可地縁団体の活動状況調書（住民センターの新築又はコミュニティ広場の整備に

おいて用地を取得する場合に限る。）（別記様式第４号） 

（交付決定等） 

第６条 市長は、前条の申請書の提出を受けた場合は、当該申請内容について必要な審査

を行い、補助金の交付を適当と認めるときは、交付の決定をし、その旨を申請者に通知

する。 

（変更申請） 



第７条 補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）が当該交付決定を

受けた施設の整備（以下「補助対象事業」という。）の内容の変更等をするときは、あ

らかじめ沼田市コミュニティ施設整備費補助金に係る補助対象事業変更（中止・廃止）

申請書（別記様式第５号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（実績報告） 

第８条 交付決定者は、補助対象事業の完了の日から起算して１か月以内に、沼田市コミ

ュニティ施設整備費補助金に係る補助対象事業実績報告書（別記様式第６号）に収支精

算書（別記様式第７号）、工事請負契約書（工事名、工事場所、工事期間及び請負代金

額が確認できる程度のもの）の写し、土地売買契約書（土地の位置、土地の面積及び売

買代金の額が確認できる程度のもの）の写し、補助対象経費に係る領収書の写し及び登

記事項証明書の写しを添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定により補助対象経費に係る領収書の写しの添付が困難な場合には、当該領

収書の写しに代えて、当該補助対象経費に係る請求書の写しを添えて、市長に提出する

ことができる。ただし、当該補助対象経費の支払が終了した場合には、速やかに当該領

収書の写しを市長に提出しなければならない。 

３ 第１項の規定により登記事項証明書の写しの添付が困難な場合には、登記完了後、速

やかに当該登記事項証明書の写しを市長に提出しなければならない。 

（補助金交付の方法及び時期） 

第９条 補助金の交付は、精算払とし、前条第１項に規定する実績報告書の提出後に交付

する。 

（適用除外） 

第１０条 この要綱の補助対象事業は、第１条の規定による行政区等が行う事業であって、

他の法令等により国又は県の補助の対象となるものは除外する。 

２ この要綱による補助対象事業であっても、他の目的による市費補助金が第４条の規定

を超えて交付されるものは除外し、同条の規定以内のものにあっては、その差額を交付

する。 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成３０年４月１日から施行する。 

（沼田市住民センター建設費補助金交付要綱の廃止） 

２ 沼田市住民センター建設費補助金交付要綱（昭和５５年訓令甲第１号）は、廃止する。 



別表（第４条関係） 

補助対象経費 補助率又は補助金の額 

住民センターの新築若しくは改築に要する本工事費

（建物の基礎、く体、屋根造作及び仕上部分の工事に

要する費用であって、新築の場合には、用地取得に要

する費用を含む。）、附帯工事費（電気、ガス及び給

排水衛生設備の工事に要する費用に限る。）又は移転

に要する費用 

４分の１以内とする。ただし、補助

金の額は、新築（全面改築を含む。）

の場合には３００万円（用地取得を

含む場合には５００万円）、改築の

場合には１５０万円を限度とする。 

コミュニティ広場の整備に要する用地取得費又は造

成等整備費（用地面積３００平方メートル以上５００

平方メートル未満であって、１０年以上の使用を見込

めるものに限る。） 

２分の１以内とする。ただし、補助

金の額は、１００万円（用地取得を

含む場合には３００万円）を限度と

する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第５条関係） 

様式第２号（第５条関係） 

様式第３号（第５条関係） 

様式第４号（第５条関係） 

様式第５号（第７条関係） 

様式第６号（第８条関係） 

様式第７号（第８条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 


